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平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震による津波は東日本の広範囲において

甚大な被害をもたらした。北海道沿岸においても住宅浸水や漁船、養殖施設の被害は生じてい

るが、沿岸構造物の大規模な被害は生じなかった。しかしながら、今次津波以降、北海道にお

いては想定津波の見直し作業が進められており、津波防災に関する関心が高まっている。本報

告では、再現計算により今次津波の北海道太平洋沿岸における特徴について報告するとともに、

津波高が大きい傾向にあったえりも岬周辺に着目して沿岸構造物の耐津波安定性について報告

するものである。 
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１．はじめに 

 

平成 23年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震

による津波(以下、今次津波)は東日本の広範囲の沿岸構

造物に甚大な被害をもたらした。今次津波においては地

震発生直後から大学や研究機関等による大規模な現地調

査が実施され、津波痕跡高や施設被害状況が明らかにさ

れてきた。沿岸構造物の被害に着目すると例えば、八木

ら 1)は東北地方太平洋沿岸の漁港を対象として防波堤の

被災パターンを整理するとともに数値計算から安定性の

照査を実施している。また、有川ら 2)は釜石の湾口防波

堤を対象とした水理模型実験および数値計算から防波堤

の被災メカニズムについて報告している。 

北海道沿岸においても今次津波によって漁船や養殖施

設等の被害は生じているが、沿岸構造物の大きな被害は

生じなかった。しかしながら、今次津波以降、北海道に

おいては想定津波の見直し作業が進められており、防潮

堤等の海岸保全施設の設計に用いるレベル１津波が今後

公表される予定であることから、レベル１津波に対する

沿岸構造物の耐津波安定性の検討が求められる。また、

平成 24 年 6 月には津波堆積物の痕跡調査を踏まえて推

定された最大クラスの津波であるレベル２津波が公表さ

れたことにより、レベル１を超える津波に対する粘り強

い構造形式についての関心が高まっている。 

本報告では、平面二次元の非線形長波モデルを用いた

数値計算により北海道太平洋沿岸の来襲津波の特徴につ

いて報告するとともに、津波高が大きい傾向にあったえ

りも岬周辺を対象として沿岸構造物の耐津波安定性につ

いて報告するものである。 

２．津波計算の方法 

 

(1) 基礎方程式 

津波計算の基礎方程式には下式に示す非線形長波理論

に基づく連続式と運動方程式を用いた。基礎方程式の離

散化は差分法で行い、計算スキームには後藤ら 3)と同様

にスタッガード・リープフロッグ法を採用し、移流項の

差分化には一次精度の風上差分を適用した。 
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ここで、ηは水位変動、h は水深、D は全水深、M、N

はそれぞれ x、y 方向のフラックス、g は重力加速度、n

はマニング粗度係数を示す。 

 

(2) 計算条件 

計算領域については今次津波の波源域を含む最も広い

領域Ⅰ（格子幅:2700m）から検討対象としたえりも岬周

辺の領域Ⅴ（格子幅:50.0m）まで 5 段階（2700m、900m、

別紙―２
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300m、100m、50m）で格子幅を変化させ、各領域境界に

おいて水位と流量のネスティングを行った。座標系は平

面直角座標系第 12 系としており、各計算領域の詳細は

表-1に示す。再現時間は地震発生から 6時間とし、時間

刻みは C.F.L.条件を満足するように各領域で設定した。

本計算では海岸線での完全反射の境界条件とし、陸域へ

の遡上は考慮していない。潮位条件は津波来襲時 のえ

りも岬周辺の潮位条件を考慮して T.P.-0.3m とした。ま

た、防波堤については線構造として与え、越流する流量

については本間の越流公式により計算した。 

表-1 計算領域の詳細 

領域 格子幅 領域X軸 領域Y軸 

Ⅰ 2700m -295650 ～ 1170450 -814050 ～ 430650 

Ⅱ 900m -172350 ～ 550350 -477450 ～ 207450 

Ⅲ 300m -28650 ～ 336450 -277050 ～ 68250 

Ⅳ 100m -24550 ～ 92350  -243250 ～ -155750 

Ⅴ 50m 46725 ～ 90575  -232775 ～ -200125 

 

(3) 断層モデル 

今次津波については、各研究機関からいくつかの断層

モデルが提案されている。川崎ら 4)はこれらの提案モデ

ルに対して再現計算を行って Fujiiら 5)の提案している断

層モデルの再現性が最も高いことを示している。本報告

においても Fujii らの提案モデルを採用することとし、

提案パラメータからMansinha and Smylie6)の方法を用いて

計算した海底地盤変動量の鉛直成分を海面の初期水位分

布として与えた。図-1 に上記手法を用いて計算した初

期波源分布を示す。 

 

３．再現計算による今次津波の特徴 

 

(1) 水位分布の時間変化 

図-2は今次津波の再現計算における地震発生から 120

分までの 30 分間隔の津波水位の分布を示している。地

震発生から 30分後には襟裳岬の南方約 50km付近まで津

波が到達しており、60 分後には日高から根室地方にか

けて第一波の来襲による水位上昇を確認できる。90 分

後においては渡島および胆振地方、120 分後には内浦湾

内において水位上昇している。90分および 120分の水位

分布を見ると太平洋沿岸では海岸線に沿って水位の高い

箇所と低い箇所が交互に現れるエッジ波特有の水位分布

が確認できる。図-3 は代表的な例として苫小牧沖およ

び釧路沖の海象計の設置地点における地震発生から 6時

間までの水位の時系列変化を示している。図中の青線は

観測値、赤線は 900m 格子の領域Ⅱの計算結果を示す。

計算結果は第一波の来襲を含め、観測値の傾向を概ね再

現しており、本数値計算の妥当性が確認できる。両地点

ともに第一波が来襲してから 6時間経過後においても水

位が振動を繰り返していることが特徴的である。これは 図-3  水位の時系列変化(領域Ⅱ:900m格子) 

図-1  初期波源分布(領域Ⅰ:2700m格子) 

図-2  水位分布の時間変化(領域Ⅱ:900m格子) 
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図-2 の水位分布おいて示したエッジ波の影響によるも

のであり、このような海岸線に沿った成分が今次津波の

継続時間を長期化させ、釧路港や函館港のように地震発

生から長時間経過した後に最大水位を生じさせたものと

考えられる。 

 

(2) 最大水位の海岸線分布 

図－4 は松前町白神岬から根室市納沙布岬までの北海

道太平洋沿岸の海岸線における最大津波高の分布を示し

ている。図中の実線は格子間隔 900m の領域Ⅱにおける

数値計算結果、プロットは東北地方太平洋沖地震津波合

同調査グループ（http://www.coastal.jp/ttjt/）による現地調

査結果(浸水高)を示している。900m格子の計算であるた

め局所的な地形条件等により生じた津波高を再現出来て

いない箇所もあるが、概ね計算値と現地調査結果は一致

する傾向にあり、本数値計算の妥当性が確認できる。津

波高の分布を見ると太平洋沿岸は概ね 1～4m で推移し

ているが、えりも岬付近においては 6～7m の特に大き

な津波高を示している。これは、首藤ら 7)が指摘してい

るように津波の伝播速度が水深に依存するため、屈折現

象により舌状に突き出した岬の先端にエネルギーが集中

することにより生じたものである。次章においては特に

大きな津波高を示したえりも岬周辺に着目して沿岸構造

物の安定性について検討を行う。 

 

４．防波堤の耐津波安定性の基礎的検討 

 

(1) 安定性の検討方法 

今次津波においては、東北地方を中心として多くの沿

岸構造物に甚大な被害が生じた。その中で防波堤の被災

に着目すると東北港湾における津波・震災対策技術検討

委員会(http://www.pa.thr.mlit.go.jp/kakyoin/info/tunamisinsai.html)

が開催され、それぞれの防波堤の被災原因の分析が行わ

れるとともに、特徴的な被災パターンとして「越流洗掘

型」、「津波波力型」、「堤頭部洗掘型」、「引波水位

差型」の４種類が示された。被災パターンの中でも直接

的な津波力によって防波堤が不安定となる津波波力型に

ついてはこれまで多くの研究が行われており、例えば谷

本ら 8)は 1983年日本海中部地震津波を再現した水理模型

実験から防波堤に作用する津波波圧算定式（以下、谷本

式）を提案している。谷本式における静水面の波圧強度

p1は下式のように表される。 

)4(2.2 01 　　　　　　　　　　　　　Igap   

ここで、aI は入射津波高さ、ρ0g は海水の単位体積重

量を示しており、波圧分布については静水面下で p1 の

一様分布、波圧作用高さは aIの３倍、揚圧力は前端が p1

で後端が 0の三角形分布として提案している。さらに、

池野ら 9)はソリトン分裂が発生した場合に作用波圧が増

大することを考慮して p1 の無次元波圧強度を 2.2 から

3.0 に割増す修正法を提案している。前章において述べ

たように今次津波においてはえりも岬周辺において特に

高い津波高を確認していることから、本報告では、様似

漁港、えりも港、庶野漁港の３港を対象として防波堤の

耐津波安定性を検討した。検討には領域Ⅴ(格子幅 50m)

の数値計算から得られる防波堤前面の水位データを用い、

前述の津波波圧算定式により安定性を評価した。対象箇

所は各港の第一線防波堤とし、防波堤延長の中心位置を

検討対象とした。 

 

(2)安定性の検討結果 

図-5 は対象としたえりも岬周辺（領域Ⅴ、50m 格

子）の 6時間の再現計算における最大津波高の分布を示

している。前章において述べたように波の屈折現象の影

響により、えりも岬先端付近において特に高い津波高を

図-5  最大津波高の分布(領域Ⅴ:50m格子) 
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示している。特にえりも港から庶野漁港にかけて赤色の

6m 以上の津波高が確認できる。前述の谷本式の静水面

の波圧強度を見ると入射津波高のみの関数であることか

ら、これらの地域の作用波圧は特に大きな値であったも

のと考えられる。図-6 に地震発生から 6 時間までの各

港の防波堤前面水位の時系列変化の計算値を示す。各港

とも１波目または２波目において最も高い津波高を示し

ており、これらの作用時が最も厳しい条件であったと考

えられる。ここで示した水位は防波堤前面の値であり、

反射波の影響を含んでいることから、谷本ら 8)と同様に

数値計算から得られた前面最大水位の 1/2 の値を入射津

波高さ aIとして安定性の検討に用いた。また、本数値計

算において分散項を考慮していないため、波状段波の発

生の有無は判断できないが、当該防波堤を撮影した映像

などからは波状段波は発生していないことから池野ら 9)

の提案している波状段波による波圧割増は考慮せず、こ

こでは谷本式により安定性を検討した。表-2 に今次津

波による谷本式から求めた水平波圧合力 Ptsunamiと設計条

件(風波)における水平波圧合力Pdの比Ptsunami/Pdを示す。 

 

表-2 水平波圧合力の設計条件との比較 

対象箇所 
Ptsunami / Pd 

今次津波 昭和三陸津波 明治三陸津波

様似漁港 0.409 0.131 0.525 

えりも港 0.631 0.425 0.866 

庶野漁港 0.468 0.678 0.848 

 

各港ともに水平波圧合力は設計条件の 0.4～0.6 倍程度

となっており、今次津波に対して十分な安定性を有して

いたと考えられる。表には参考値として今次津波と同様

に北海道南方に波源が位置する 1933 年昭和三陸津波、

1896 年明治三陸津波による Ptsunami/Pdも示しているが、設

計条件を上回る水平波圧合力は生じない結果となった。

ただし、波状段波が発生した場合には設計条件を上回る

ことも想定されるため、さらに詳細な計算格子を用いて

波状段波発生の有無について検討が必要と考えられる。 

 

５．まとめ 

 

本報告では東北地方太平洋沖地震津波の再現計算を実

施して時系列の水位分布および水位波形から典型的なエ

ッジ波の水位波形が生じていることを確認した。さらに、

津波高の海岸線分布の計算結果と現地調査結果の比較か

ら本数値計算の妥当性を示すとともに、津波の屈折現象

によってえりも岬周辺において特に高い津波高さとなっ

ていたことを示した。また、えりも岬周辺の第一線防波

堤に着目して今次津波に対する安定性の検討を行い、今

次津波による水平波圧合力が設計条件の 0.4～0.6 倍程度

であり、津波波力に対して十分な安定性を有していたこ

とを示した。ただし、今次津波においては谷本式におい

て安全率を満足していても、基礎マウンドが洗掘される

ことで堤体が不安定となる被災パターン等も報告されて

いることから、総合的に防波堤の安定性を評価すること

が必要と考えられる。 
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図-6  防波堤前面水位の時系列変化(領域Ⅴ:50m格子) 
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